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１．事業概要

平成１４年度～令和４年度

事 業 期 間

• 本事業は、京成電鉄押上線の四ツ木駅～青砥駅付近約２．２ｋｍ
において鉄道を高架化することにより、１１箇所の踏切を除却し、
都市内交通の円滑化を図るとともに、分断された市街地の一体
化による都市の活性化を図る事業である。

事業の概要
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１．事業概要

経 緯

年度 計画等

平成１３年１月 都市計画決定

平成１５年２月
都市計画事業認可（当初）
平成１４年度～平成２４年度

平成２５年１月
事業認可変更（最新）

平成１４年度～令和４年度
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ピーク時１時間当たりの踏切遮断時間の変化

踏切名称 平成１１年度 令和元年度

四ツ木２号 ２５分 ４２分

四ツ木４号 ２９分 ４０分

京成立石１号 ２９分 ４２分

京成立石２号 ３１分 ４２分

京成立石３号 ２９分 ５０分

四ツ木第２号踏切（平和橋通り）

２．社会経済情勢等の変化
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２．社会経済情勢等の変化

関連する他事業等の進捗状況の変化

・都市計画道路補助第２７４号線 （平成１５年２月 事業認可取得）

・立石駅北口地区第一種市街地再開発事業 （再開発組合設立認可：令和３年４月）

・立石駅南口東地区第一種市街地再開発事業 （都市計画決定：令和元年６月）

・立石駅南口西地区第一種市街地再開発事業 （準備組合設立：平成２９年２月）

出典：葛飾区
6



３．事業の投資効果

社
会
的
割
引
率

■費用および便益算定の前提
基準年次 ：令和３年度
供用年次 ：令和１１年度（想定）
検討年数 ：供用後５０年間
社会的割引率 ：４％

■便益の算定
●移動時間短縮便益(自動車)
●移動時間短縮便益(歩行者・自転車)
●走行経費減少便益
●交通事故減少便益

■費用の算定

●連続立体交差事業
（都市側負担のみ）

●関連道路整備費
●道路維持管理

■現在価値の算定

便益の現在価値（Ｂ） 費用の現在価値（Ｃ）

費用便益分析の実施（Ｂ／Ｃ）

便 益 算 定
フ ロ ー 図
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３．事業の投資効果

【事業全体】

便益 (Ｂ)

移動時間
短縮便益

走行経費
減少便益

交通事故
減少便益

総便益
費用便益比
(Ｂ／Ｃ)

669.7億円 67.8億円 14.9億円 752.4億円

費用 (Ｃ)

連続立体交差
事業費

関連道路
整備費

維持管理費 総費用
1.6
(1.41)

406.8億円 74.7億円 3.7億円 485.1億円

注1） 費用（Ｃ）の算定は、都市側負担額で算出している。

注2） 便益・費用については、基準年度における現在価値化後の値である。

注3） 便益及び費用の合計額は、表示桁数の関係で計算値と一致しないことがある。

定量的効果

※（）内は前回評価時
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３．事業の投資効果

＜高架下の有効利用による生活の質の向上＞

連続立体交差事業によって生み出された高架下の空間を活
用することで地域の利便性が向上します。

定性的効果
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３．事業の投資効果

＜連立事業を契機とした街の活性化＞

鉄道沿線のまちづくり事業と一体的に進めることにより、総合
的な都市基盤整備に貢献します。

定性的効果

京浜急行本線・空港線 京急蒲田駅 JR中央線 武蔵小金井駅
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３．事業の投資効果

＜踏切除却による防災性の向上＞

地震時における、列車の駅間停車等による踏切遮断がなくな
り、救急活動等への支障をなくします。

鉄道沿線の火災において、これまで線路により分断されてい
た消火栓や防火水槽が容易に利用できるようになります。

定性的効果

鉄道沿線の消火栓標識

JR中央線 武蔵境駅付近
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４．事業の進捗状況

用地費 工事費 合計

全体事業費
18,778百万円
(18,778百万円)

29,506百万円
(29,506百万円)

48,284百万円
(48,284百万円)

執行済額
15,871百万円
(12,170百万円)

6,848百万円
(117百万円)

22,719百万円
(12,287百万円)

（執行率）
84.5%
(64.8%)

23.2%
( 3.9%)

47.1%
(25.4%)

取得予定面積（Ａ） 既取得面積（Ｂ） 用地取得率（Ｂ/Ａ）

12,525㎡
(12,525㎡)

12,525㎡
(10,629㎡)

100%
(84.8%)

事業費の執行状況

用 地 取 得 状 況

※令和２年度末時点
※（）内は前回評価時
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４．事業の進捗状況

工 期 変 更 の 要 因

• 用地取得及び更地化の遅れ

用地取得が難航している物件の一部で収用手続を実施

京成立石駅部において、未更地化の物件が長期間に渡り
存在し、駅部の仮線工事に着手できなかったため。

事業の進捗状況・残事業の内容

• 主に京成立石駅部について、仮駅舎工事、地下道延伸工事、
計画構造物基礎工事を実施。

• 今後、仮下り線切替に向け、京成立石駅部や踏切部の仮線
工事を実施予定。
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４．事業の進捗状況

事業の進捗状況・残事業の内容

＜工事状況＞

①

②

既存ホーム撤去状況 門型クレーン設置状況

② ①
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４．事業の進捗状況

事業の進捗状況・残事業の内容

＜工事状況＞

③ ④

床版打設状況 床版打設状況

④
③
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５．事業の進捗の見込み

＜四ツ木駅～京成立石駅間＞

仮線（下り）工事実施中。

＜京成立石駅部＞

仮駅舎工事、地下道延伸工事、計画構造物基礎工
事を実施中。

駅部の用地取得・更地化が完了したのち、仮駅舎
工事、仮線（下り）工事を実施。

＜京成立石駅部～青砥駅間＞

仮線（下り）工事実施中。

⇒仮線工事完了後、順次本体工事に着手する。 16



６．コスト縮減等

• 本事業を事業化するにあたり、鉄道の立体化を高架式、地
下式等によって行う場合や、道路を単独で立体化する場合
など、複数案で比較検討を行った結果、現在の構造形式及
び事業手法となっている。よって、代替案の可能性はない。

代替案立案の可能性

コ ス ト 削 減 の 取 組

• 京成押上線（押上駅～八広駅間）連続立体交差事業（平成２
７年８月全線高架化、全踏切除却済）の仮線で使用した桁及
び枕木を本事業でも再利用している。

• 今後、本体工事を実施するまでに、施工計画などにおいてコ
スト削減を検討していく。
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７．対応方針（原案）

• 踏切の除却により、交通渋滞や、踏切事故の解消及び鉄道
による地域分断の解消を図るためには必要不可欠な事業で
あり、早期完成に向け事業を進めていく必要がある。

総 合 評 価

対 応 方 針 案

• 継続
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中止の場合は、事業効果を発現できないだけでなく、構築した構造物の撤
去、国の補助金並びに鉄道事業者及び地元自治体の負担金の返還等の新
たな費用が発生する。さらに、踏切の除却を強く望む地元住民等の期待に
応えられなくなるなど、中止による影響は多大。


